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ｘ 

○ 原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり 

○ ふくしまを愛し、心を寄せるすべての人々の力を結集した復興 

○ 誇りあるふるさと再生の実現 

※国・原子力発電事業者に対して、県内の原子力発電所の全基廃炉を求めることとしている。

福島県復興計画（第１次）の構成
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○  平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれに引き続く大津波は、  

1,９１５人の死者、65 人の行方不明者、81,216 棟の家屋の全・半壊（平成２３年 12 月

27 日現在）や産業・交通・生活基盤の壊滅的被害など、浜通りを中心に県内全域に甚大な

被害をもたらした。 

○  本県をさらに困難な状況に追い込んだのは、その後発生した東京電力福島第一原子力発電

所の事故であり、自主的に避難している方も含めて 15 万人に及ぶ県民が県内外に避難し、

そのうち福島県外に避難している方は6万人を超えた（1２/２５現在）。震災前2,024千

人だった本県人口は、昭和53年以来33年ぶりに200万人を割り込み、1,985千人（福

島県現住人口調査（12/1現在）による）にまで減少している。9町村が役場機能を県内外

の地域に移転せざるを得なくなったほか、原発から100㎞離れた会津地方を含め県内全域

に風評被害が及び、農林水産業のみならず製造業を含めたあらゆる産業が大きな打撃を受け

るなど、原子力災害は、文字通り本県の基盤を根底から揺るがすものとなっている。 

○  こうした事態を踏まえて、復興に向けて希望の旗を掲げ、すべての県民が思いを共有しな

がら一丸となって復興を進めていくため、有識者で構成する復興ビジョン検討委員会での活

発な審議、市町村との意見交換、1,538 件に上る多くの意見をいただいたパブリックコメ

ント、県議会東日本復旧・復興対策特別委員会等からの要請等、県議会からの意見を踏まえ

るなどして、本年8月11日に「原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社

会づくり」等３つの基本理念と７つの主要施策を内容とする福島県復興ビジョンを策定した。 

○  今回の災害は、人類がこれまで経験したことのない未曾有のものであり、その克服は、一

地方自治体の力を超えている。また、原子力災害は、事業者とともに国策として原子力発電

を進めてきた国が責任を負うべきものである。このため、復興ビジョンの策定と並行して、

国の復興構想会議を通じ、本県の復興に必要な事項に関して意見を主張してきた。その結果、

本県の主張が復興構想会議の第 1 次提言及び国の復興基本方針に盛り込まれており、復興

ビジョンは、国の復興基本方針と整合性が取れたものとなっている。 

Ⅰ はじめに 

１ 復興計画策定の趣旨・策定までの経過

〔大震災及び原発事故の発生〕 

〔復興ビジョンの策定〕 
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○  復興ビジョンに基づき、さらに具体的な復興のための取組や事業を示すため、復興計画の

策定に着手した。9月に有識者や関係団体からの代表者で構成する復興計画検討委員会及び

その分科会を設置し、活発な審議を行った。 

○  復興計画の策定に当たっては、緊急時避難準備区域の復旧計画、各市町村復興ビジョン・

復興計画や津波被災地のまちづくりに関する考え方などについて、各市町村と意見交換する

など、市町村の復興に向けた考え方との調整を行った。地方振興局ごとの地域を基本として

9箇所で地域懇談会を開催し、また、パブリックコメントなどにより県民から様々な意見を

伺うとともに、県議会東日本大震災復旧・復興対策特別委員会等からの要請など、県議会か

らの意見を踏まえることに努めた。 

○  また、国の復興基本方針に基づき設置された「原子力災害からの福島復興再生協議会」を

通じて本県の復興に関して国と協議を行っており、復興計画は、現在までの協議内容を反映

したものとしている。 

○  復興ビジョン策定の直前、政府は、「東京電力福島第一原子力発電所事故の収束へ向けた

道筋」のステップ１を達成したと発表し、9 月 30 日には緊急時避難準備区域を解除、10

月 29 日には中間貯蔵施設の整備に係る工程表を発表した。復興計画の策定に当たっては、

できる限り、これらの新たな動きに対応することに努めた。 

○  なお、本年７月末に発生した新潟・福島豪雨災害は、会津地方を中心として、多くの住家

被害のほか、河川、道路、鉄道、農地、林地などに甚大な被害をもたらした。また、本年９

月下旬に本県を通過した台風１５号は、中通り地方を中心として浸水により住家、農地など

に多大な被害をもたらした。このため、東京電力福島第一原子力発電所の事故が収束しない

中で発生したこれらの災害の復旧・復興のための取組についても、本復興計画に盛り込むこ

ととした。 

○  復興計画は、本年３月に発生した東北地方太平洋沖地震やその余震、それに伴う大津波、

東京電力福島第一原子力発電所事故と風評、さらに東京電力福島第一原子力発電所の事故が

収束しない中で発生した新潟・福島豪雨、台風15号などの一連の災害からの復興に向けて

の取組を総合的に示すための計画である。 

○  本県の復興は、国、市町村、民間団体、企業、県民等、様々な主体と力を合わせて行わな

ければならないことは言うまでもない。そのため、県が実施するもののほか、県以外の主体

の取組であっても、県が関わるものを盛り込んでいる。 

〔復興計画の策定〕 

２ 復興計画の性格 

（１） 復興計画の位置付け 
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○  復興ビジョンは、本県の復興に当たっての基本的な方向を示したものであり、復興計画は、

復興ビジョンで定めた３つの基本理念及び７つの主要施策に沿って、さらに具体的な取組や

当該取組に基づく主要な事業を示すものである。 

○  総合計画は、県政全体の基本的方針を示す最上位の計画であり、復興計画は、総合計画と

将来像を共有しながら、本県の一日も早い復興のために必要な取組を機動的かつ確実に進め

るための計画である。 

○  復興ビジョンと同じく、計画期間は１０年とする。 

○  復興計画は、策定されただけではなく、随時、進捗状況を管理するとともに、現実に実行

されなければならない。そのため、復興計画に盛り込まれた各取組の実施状況について毎年

度点検を行い、有識者や県内各種団体の代表者、県内外に避難している方を含む県民などで

構成する第三者機関による評価を受け、その評価結果や社会経済状況の変化等を踏まえて、

主要事業の加除・修正を図るなど、適切な進行管理を行う。 

○  政府は、12 月 16 日にステップ２を達成したと発表するとともに、12 月２６日、避難

区域を放射線量に応じた３つの地域に区分し直す方針を示した。しかし、原子力事故の収

束の動きは依然として流動的であるとともに、避難区域の具体的な区分けも明確になって

おらず、国、事業者の対応を注視する必要がある。復興計画は、今後の原子力発電所事故

の収束状況、避難区域の変更や進行管理の結果等を踏まえ、県民の意向に細やかに対応し

ながら、復興に向けて必要な取組が行われるよう、適時、柔軟に見直しを行う。

（２） 復興ビジョンとの関係 

（３） 総合計画との関係 

（４） 計画期間 

（５） 進行管理及び柔軟な見直し 
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